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本⽇ご議論いただきたい点

• フュージョンエネルギーの実現に向けて各国の開発競争が激化しているが、その実現に必
須である重要な要素技術のいくつかにおいて、どの国も解決できていない技術課題が未
だ複数存在。

• こうした技術課題を先⾏して解決した国が、世界のフュージョンエネルギーをリードすると考
えられ、当面の政策の柱の一つとして、「共通的に必要な要素技術の開発を国が中心と
なって推進する」、とされたところ。

• 本⽇は、その進め⽅について、以下を中心にご議論いただきたい。
– 国として強⼒に推進する共通的に必要な要素技術開発の具体的内容及びその推

進体制
– 国研等が取り組むべき具体的内容（原型炉開発の在り⽅を含む）
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【参考】 官⺠投資ロードマップにおける要素技術開発に関する記述
官⺠投資ロードマップ（フュージョンエネルギー分野）2026年7月21日 日本成⻑戦略本部決定（抄）

３．官⺠投資促進に向けた課題と政策パッケージ【政策手段】
(1)投資促進に向けた課題
＜必要な要素技術の確⽴に向けた研究開発フェーズ（今後５年間程度）＞
〇不確実性の要因
・技術開発の不確実性が最⼤の課題
（プラズマ制御、炉材料、燃料サイクル、信頼性・保守性など、必要な要素技術の多くが
未確⽴）
・多額の研究開発費を要する上に、現時点ではリターンの⾒通しを得ることは困難
・トリチウムの扱いなど、⺠間企業では研究開発が困難な課題も存在

(2)講じるべき政策パッケージ
・フュージョンエネルギー実現に必要な要素技術の研究開発を国が中⼼となって強⼒に推
進するとともに、実現可能性があると考えられるフュージョン発電システムの技術開発を
広く支援（QSTが中心となって進める実績のある方法で実現を目指す技術開発、
スタートアップ等が進める様々な野心的な発電システムの実現に向けた技術開発、
共通的に必要な要素技術の開発(※)・確⽴・基盤整備）
※要素技術の開発については、フュージョンエネルギーの実現に必要だがどの国も解決できていない技術課題を我が国が先⾏して解
決し、技術の不確実性を低減するとともに、優位性を確保。
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フュージョンエネルギーの実現に向けて解決すべき主な技術課題（要素技術）
• フュージョンエネルギーの実現に向けて、主に以下の要素技術について、まだ解決すべき技術課題

が残されている。
• これらの技術課題を世界に先駆けて解決できるよう、国⽴研究機関が中心となって、強⼒に研究

開発を推進することが必要ではないか。
フュージョンエネルギーの実現に向けて解決すべき主な技術課題（要素技術）
①燃料サイクル技術

トリチウム増殖、分離回収などを効率的に⾏う必要があるが、どの国も開発段階。特に、トリチウム増殖⽐を１より
大きくするためには、トリチウム透過防止技術の開発、増殖機能材の性能向上、発電に必要な熱の取り出しを考
慮したブランケット開発などが必要であり、技術的要求が高い（※十分な中性子遮蔽を維持しつつブランケット面積を最大化
するには、とりわけインボード側では概ね1.3m以上ものブランケット厚が必要） 。また、トリチウムの輸送・保管技術の開発も必要。

②炉材料技術
フュージョン反応に伴い発⽣する高エネルギーの中性子は、材料中に弾き出し損傷を⽣じさせるとともに、材料中の
元素が別の元素へ変換されることによってヘリウムや水素を⽣成する。これらに起因する脆化、体積膨張等に耐え
るブランケット構造材料の寿命評価技術の確⽴が必要。また、強烈な熱流束に耐えうるプラズマ対向材料の開発
も必要となる。

③遠隔保守技術
ブランケットやダイバータ等は熱や中性子によりダメージを受けるので定期的な交換が必要。一⽅で、高エネルギー
の中性子照射による放射化によって、炉心部だけでなくホットセル部も⼈が⽴ち⼊れない高放射線量環境となるた
め遠隔機器による保守が必要。

④⾼効率プラズマ加熱装置
中性粒子⼊射加熱装置及び高周波加熱装置ともに、更なる電⼒効率化及び高出⼒化が必要。

トカマクトカマク ヘリカルヘリカル レーザーレーザー

トカマクトカマク ヘリカルヘリカル レーザーレーザー

トカマクトカマク ヘリカルヘリカル レーザーレーザー

トカマクトカマク ヘリカルヘリカル
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【参考】 ⽶国エネルギー省によるTRLの現状認識

＜出典︓ ⽶国エネルギー省説明資料 （和訳を加筆）＞

我々はフュージョンサイエンスとフュージョンエネルギー開発の転換点にあるが、重大な研究開発上の課題が残っている

（予測、制御、プラズマの維持）①

（第一隔壁の耐熱、
耐放射線性の確保）②

（トリチウム増殖、処理、閉じ込め）③

（現時点のおおよそのTRL）

（フュージョンパイロットプラント）

（核融合反応エネルギー源）

（核融合環境でのマテリアル）
（燃料⾃⼰充⾜及び核融合エネルギー利⽤）

 ⽐較的①プラズマ関連技術は研究開発が進んでいるが、②炉材料や③トリチウム取扱・
増殖等の燃料サイクルについては、技術成熟度は国際的にも非常に低い状況であり、
フュージョンエネルギーの実現のためにはこれらを引き上げる必要がある。
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要素技術の研究開発を推進する体制について

出典︓QST作成資料（原子⼒規制庁「量子科学技術研究開発機構との打合わせ 令和8年06月18⽇ 資料１」より）

• 前述した要素技術の研究開発を強⼒に推進するにあたっては、QSTが中核的な実施機関
となり、産学官のオールジャパンの体制で実施することが適当ではないか。

• また、こうした研究開発を迅速かつ強⼒に進めるため、燃料システム安全試験施設などの必
要な施設・設備を、これまで進めてきているフュージョンイノベーション拠点の整備とも連動し
つつ、速やかにQSTに整備すべきではないか。

• こうした取組を進めることにより、将来的には、QSTが我が国のフュージョンエネルギー関連技
術のプラットフォームとしての役割を果たしていくべきではないか。
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ダイバータカセット

一様強磁場下における強磁性体単純構造を⽤いた実験トカマク断面
ITER建設前の工学設計
(Summary of the ITER Final Design Reportより)

工学設計・実規模技術開発
概念設計で求めた寸法が図面上でも成⽴するか、実際の大きさおよび材料で製作可能か、高温・高圧・高放射線・高電磁⼒と
いった極限環境下で機能するかを確認

• 前述した要素技術の研究開発を進めるにあたっては、実⽤プラントに適⽤できるものを開発することが重
要であり、実際の大きさ及び材料で製作可能か、高温・高圧・高放射線・高電磁⼒といった極限環境
下で機能するか等を確認することが重要（いわゆる実規模技術開発が必要）。

• こうしたことから、QSTにおける要素技術の研究開発については、こうした実規模技術開発ができるよう、
十分な予算的な手当てが必要。
 例えば、QSTの原型炉構想（Q-DEMO）への適⽤を念頭に技術開発を進めることにより、実⽤

プラントに適⽤できるものを開発してはどうか。
• なお、要素技術の研究開発の詳細については、⽂部科学省の核融合科学技術委員会において技術

開発戦略を策定し、それに基づいて推進することが適当ではないか。

研究開発の流れ 概念設計 工学設計 実規模技術開発（試作） 要素技術の獲得

要素技術開発の進め方について
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• QSTは、発電実証に向けて、原型炉の概念設計を⾏い、Q-DEMOとして発表したところ。
• これについては、2030年代の発電実証を目指した構想として一定の合理性があるものと

評価できるが、以下の課題があり、現時点では、建設に向けて進めることが適当とは言え
ないのではないか。

①建設コストについてさらなる検討が必要
• Q-DEMOの概念設計では建設費は約２兆円とされているが、高コストであり、⽶国NASEM

レポートでフュージョンパイロットプラントの総建設コストは約60億ドル未満に押さえるべきと指摘
されていることを踏まえれば、競争⼒のある発電システムの実現につながらないのではないか。

②実施主体が不明確
• QST単体では、フュージョン発電実証プラントの実施主体にはなりえないところ、現時点で実施

主体が具体化されていない。

• こうしたことを踏まえ、Q-DEMO構想については、当面は、QSTにおいて工学設計を進め、
それにより建設コストの精緻化・合理化を進めるとともに、並⾏して、実施主体の具体化を
進めることが適当ではないか。

注）その後、しかるべきタイミングで、スタートアップ等の研究開発等の進捗状況も踏まえつつ、国として
集中的に支援する発電実証プロジェクトを決定する。

QSTの原型炉構想（Q-DEMO）の取扱いについて
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本⽇の議論のまとめ（案）

１. フュージョンエネルギーの実現に向けて、主に以下のように、どの国も解決できていない技術課題が存
在。これらの技術課題を世界に先駆けて解決できるよう、国⽴研究機関が中心となって、強⼒に研
究開発を推進するべき。
①燃料サイクル技術、②炉材料技術、③遠隔保守技術、④加熱装置

２. 前述した要素技術の研究開発を強⼒に推進するにあたっては、QSTが中核的な実施機関となり、
産学官のオールジャパンの体制で実施することが適当。また、こうした研究開発を迅速かつ強⼒に進
めるため、燃料システム安全試験施設などの必要な施設・設備を、これまで進めてきているフュージョ
ンイノベーション拠点の整備とも連動しつつ、速やかにQSTに整備するべき。

３. また、要素技術の研究開発は、実⽤プラントに適⽤できるものを開発することが重要であり、実際の
大きさ及び材料で製作可能か、高温・高圧・高放射線・高電磁⼒といった極限環境下で機能する
か等を確認することが重要（いわゆる実規模技術開発が必要）。こうした観点から、十分な予算を
確保し、例えば、QSTの原型炉構想（Q-DEMO）への適⽤を念頭に技術開発を進めることにより、
実⽤プラントに適⽤できる技術を開発するべき。

４. QSTにおける原型炉構想（Q-DEMO）については、 2030年代の発電実証を目指した構想とし
て一定の合理性があるものの、建設コストや実施主体に課題を有することから、現時点では、建設に
向けて進めることが適当とは言えない。当面は、QSTにおいて工学設計を進め、それにより建設コスト
の精緻化・合理化を進めるとともに、並⾏して、実施主体の具体化を進めることが適当である。
（その後、しかるべきタイミングで、スタートアップ等の研究開発等の進捗状況も踏まえつつ、国として
集中的に支援する発電実証プロジェクトを決定する。）
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トリウム溶融
塩炉
（MSR）
（中国）

鉛冷却⾼速炉
（LFR）
(SMR)(ロシ
ア）

ナトリウム冷却
⾼速炉
（SFR）(⽶
国）

⾼温ガス炉
(SMR)
（中国）

⾼温ガス炉
(SMR)
（⽶国）

軽水炉
（SMR）
（カナダ）

軽水炉
(従来の原
⼦⼒）

Q-DEMO
（第一
期）

700 MW250MW200MW50万kW熱出⼒
2MW=0.2
万kW

300MW=30
万kW

345MW=34.
5万kW

210MW80MW×４
基
=32万kW

300MW×4
=120万kW

120万kW20万kWA.電気出
⼒

1000億ルーブ
ル≒2000億円

ー30億元
≒720億円

24億ドル
≒3864億
円

ー5,496億
円

２兆円B.
建設費

30億元
≒720億円

40億ドル
≒6440億円

209億カナダ
ドル
≒２兆４
000億円

(プロジェク
ト費）

ー67万
円/kW

ー17万
円/kW

483万
円/kW

ー45.8万
円/kW
（エネ庁
資料より）

1000万
円/kW

建設費単
価
（B/A)

出典︓⽂部科学省調べ

【参考】原型炉に関係するコスト比較について
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「フュージョンエネルギーの社会実装に向けた取組の在り方」（令和８年４⽉８⽇ フュージョンエネルギーの社会実装に
向けた基本的な考え方検討タスクフォース）抜粋

○発電実証の実施主体は、発電実証を着実に実施できる者であるとともに、その成果をスムーズに社会実装につなげられる
者であることが重要であり、以下であることが必要である。

① 商⽤化を実際に担うことが想定される事業者が参画する等、発電実証の成果が事業化に直結する形で活⽤される体
制となっていること。

② フュージョン発電実証プラントを建設・運⽤できる技術・ノウハウ・組織体制・資⾦⼒を有していること（フュージョン発電実
証プラントは、高度かつ大規模な技術体系であることから、必要な技術・ノウハウを有していることに加えて、全体を統合・
調整し大規模プロジェクトを推進できる能⼒を有し、運転に伴い発⽣する放射化物等の管理を含め、責任をもって確実
に安全を確保することができる体制であることが必要である）。

注）フュージョンエネルギーの研究開発について技術的蓄積を有するQSTと、将来の事業化を目指す⺠間企業が共同で新
たに実施主体を組成することも一案と考えられる。

【参考】 「フュージョンエネルギーの社会実装に向けた取組の在り方」（抜粋）
発電実証の実施主体のあり方について
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【参考】⽶国DOE Fusion Science & Technology Roadmap
（2026年6⽉）抜粋
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